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高速ドローンで被災地図を上空から撮影する（相模原市の青山学院大）
災害時に飛行機型ドローンを飛ばし、被災状況を高速撮影する活動を続けるNPO法人「クライシスマッパーズ・ジャパン」（東京都調布市）。古橋大地理事長（48）は撮影した地図データを国や消防などに提供、救助活動を後方支援する。

きっかけは2010年1月のハイチ地震。当時、ネット上の白地図を自由に編集できる「オープンストリートマップ」の活動を支援する団体で副理事長をしていた。「マップ作成で（ハイチ地震の）救援活動を支援できます」。海外の有志からのメールの呼びかけに応じ、米航空宇宙局（NASA）や米軍の衛星画像データを収集。地理情報システム（GIS）の技術を駆使して被害情報を次々にデジタル地図に書き込みネット上で公開した。

「ハイチの正確な地図はなく、データ作成・公開で後方支援に役立ててもらうことが活動のスタートだった」。11年の東日本大震災でもツイッター上の被災状況を反映させたほかドローンで撮影した地図データを公開し、官民の復旧・救助活動をサポートした。

16年にNPO法人化して活動を本格化。災害時に救助活動にあたる東京や神奈川などの自治体と相次いで協定を結んだ。現在は約50人のコアメンバーのほか、394人にドローンの操作技術や撮影方法を伝授した。「災害前の空撮写真と照らし合わせると、罹災（りさい）証明の早期取得も可能になる」という。

最高時速100キロメートルになる飛行機タイプのドローンは、事前に設定された空域を自動航行して空撮する。要請があればドローンを背負い被災地などに出向く。

活動の一方で青山学院大地球社会共生学部の教授として、ドローン操作に欠かせない気象学や地形学の知識を教える。ロシアによるウクライナ侵攻の戦災の状況についても学生に地図データを取得させ、マッピング解析技術を指導した。

ドローンによる地図作成は、大規模災害時の救援活動に欠かせない作業となりつつある。デジタル技術を使った地理解析に興味を持ち、コンサルティングや研究に取り組んできたが「防災分野にここまで首を突っ込むとは思っていなかった」と振り返る。

活動に今も国境はない。23年2月のトルコ・シリア地震でも、200万件を超す建物と8万キロメートルの道路の被災状況を書き込んだ。そのデータは「国境なき医師団」や国連の活動を支え続けた。「災害発生後2時間で地図データを示す」が目標だ。

（和佐徹哉）

オープンデータ駆使し自由に地図編集

ネット上の地図サイト「オープンストリートマップ」の強みは、個人の知りうる情報を誰でも書き込むことができる「オープンデータ」の仕組みだ。例えば「電子マネーが使える自動販売機」や「地元の歴史的遺跡」「洋式の公衆トイレ」といった位置情報や写真をユーザーが持ち寄って地図を編集できる。


「VIRTUAL SHIZUOKA」の点群データで表示された熱海市
みんなで街を歩き、標識の写真など自前のデータを集めて地図を作成する「マッピングパーティー」という地域団体などが主宰するイベントも各地で開かれている。

こうした取り組みは自治体でも進む。静岡県は航空機によるレーザー測定データを活用し、X軸、Y軸、Z軸の3次元（3D）の膨大な点の位置データで構成される「3D点群データ」を作成。「VIRTUAL SHIZUOKA（バーチャル　しずおか）」として3D画像を公開し、観光や防災に活用している。

21年7月に発生した静岡県熱海市の大規模土石流でもドローンを飛ばし、3Dデータを作成。過去の航空写真との比較・分析の結果から、土石流の原因となった上流の「盛り土」の発見につながった。




